
費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地環境整備事業 都道府県名 山形県 地区名 上野

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４２１，０００千円

年 効 用 ② ３８，７２９千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ２８年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０６２０ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ６２４，６６１千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．４８÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農産物の生産量 作物生産効果 ２４，０４７ 水田の排水改良及び水田転換等に

の増加 よる作物面積の拡大や単収の増加
対象作物：水稲、大豆、きゅう

り、おうとう等

品質向上効果 ４，１６６ 農道改修による作物の荷痛み防止

対象作物：おうとう、ぶどう

営農経費の節減 営農経費節減効果 ６，７０４ ほ場の大区画化による労働時間の

短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲

維持管理費節減効果 １，３６０ 用排水路等の改修、統廃合に伴う
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、農道

施設更新による 更新効果 ２，４５２ 老朽化した施設の更新による従前

従前の農業生産 の農業生産の維持

の維持 対象施設：用水路、排水路、農道

計 ３８，７２９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地環境整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 下来伝

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２５５，８１５千円

年 効 用 ② １３，４４３千円

廃 用 損 失 額 ③ １，７１５千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ６１年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０４５５ 総合耐用年数に応じた効用か×
建設利息率） ら総便益を算定するための係

数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ２９３，７３６千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．１５÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １３６ 用排水分離による単収の増加
の増加 対象作物：水稲

営農経費の節減 営農経費節減効果 ９，４３８ 区画の大型化や農地集積、道水
路整備による労働時間の短縮や

機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、さとい
も

維持管理費節減効果 １，２３２ 用排水施設等の改修、統廃合に
伴う施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、農
道

施設更新による 更 新 効 果 ２，５６１ 老朽化した施設の更新による従
従前の農業生産 前の機能の維持

の維持 対象施設：用水路、排水路

地域生活環境の 地 籍 確 定 効 果 ７６ 国土調査がなされていないた

保全・向上 め、本事業の確定測量により地
籍が確定する

計 １３，４４３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地環境整備事業 都道府県名 愛知県 地区名 作手黒瀬

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円276,200

年 効 用 ② 千円18,249

廃 用 損 失 額 ③ 千円 廃用する施設の現存価値5,174

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数32

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0577
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 307,357

1.11費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ， 水管理作業が容易になることによ4 153
の増加 って作物の増収が図られる。

営農経費の節減 営農経費節減効果 ， 開水路を管路化することによっ2 365
て、「かん排水管理」の節減が図
られる。また、区画の大型化によ
り営農経費の節減が図られる。

維持管理費節減効 開水路の管路化及び土地改良施設
果 の改築により、維持管理費が節減1,288

される。

施設更新による 更 新 効 果 老朽化した水利施設を更新するこ
従前の農業生産 ， とによる従前の農業生産の維持。10 443
の維持

18,249計


